2011年度政府予算案・地方財政対策に関する自治労見解
１．　政府は昨年12月24日の閣議で、2011年度政府予算案と財政投融資計画を決定した。一般会計の総額は2010年度当初予算の92兆2,992億円を上回る92兆4116億円となり、過去最大となった。また、政策的経費の一般歳出は過去最大の54兆780億円（今年度比1.2％増）に達する一方、税収は40兆9,270億円（今年度比9.4％増）と今年度予算から約3兆円増となった。しかし、新規国債発行額は今年度44兆3,030億円から微減となる44兆2,980億円（今年度44兆3,030億円）となり、2連連続で国債発行額が税収を上回る予算となった。
自治労は昨年11月から各省庁や政党に対して、連合と連携して、地方財政や社会保障などの公共サービスの確保を求めて、予算要求の取り組みを進めてきた。結果として、子育て支援などを含めた社会保障費が28兆7,079億円（今年度比5.3%増）となり、農家への戸別所得補償（8003億円）、求職者支援制度（628億円）、小学1年生の35人学級の導入など、民主党のマニフェストに沿った政策が昨年に続いて反映されたと評価できる。
しかし、2年連続で国債発行額が税収を上回ったことは危機的状況である。社会保障をはじめとする公共サービスを持続的に確保していくためには、税財政の見直しは急務であり、自治労としても、公共サービスの拡充を求める立場から、今後、税財政のあり方の議論に、積極的に参画していく必要がある。
とりわけ、社会保障費については、地方負担も毎年大幅な増額が予想されるため、国から地方への税源移譲や地方消費税の充実などを含めた地方財政の強化は喫緊の課題といえる。
２．　2011年度地方財政計画については、歳入・歳出規模は82兆5,200億円と今年度に比べて3,900億円（今年度比0.5％増）の増額となり、水準超経費（地方交付税不交付団体配分費）を除くと、交付団体では3,200億円程度の増額となった。また、地方税、地方交付税などの一般財源総額は59兆4,990億円（今年度比0.1％増）、水準超経費を除くと、交付団体では187億円程度（今年度比0.0％増）の増額となった。大半の交付団体である自治体では、2011年度予算編成にあたって、財源確保の道ができたと評価できる。
３．　地方交付税総額は、17兆3,734億円と今年度と比べて4,799億円の増額となった。地方交付税もマイナスシーリングの対象となり、国の一般会計から交付金に回される金額は約16.８兆円と昨年比で約7000億円の減額となったが、特別会計の繰越金などを原資として、17兆3734億円を確保した。結果として前年を上回る地方交付税総額を確保したことは高く評価できる。しかし、本来は、地方交付税法定率の引き上げで総額を確保すべきであり、次年度以降については法定率の引き上げが重要な検討課題といえる。

4.　特別交付税が交付税総額で占める割合が6%から4%に引き下げとなり（2011年度は5%）、普通交付税が増額となる。特別交付税に対する総務省の配分権限に対する問題が指摘され、災害復旧など特別な財政需要に充てることに限定するために引き下げとなった。自治労はこの間、特別交付税の配分によって総務省が自治体政策に介入することを批判しており、今回の引き下げは、自治体の自主性を高める観点からも評価できる。ただし、引き下げに当たっては、個別自治体の財政運営に支障がでないように留意すべきであり、当面は、各自治体での財政状況を確認していく必要がある。

5.　一括交付金については、公共事業などの「投資的経費」のうち5120億円を一括交付金化し、「地域自主戦略交付金」（仮称）として新設した。道路・河川や学校施設の整備などの９事業から各都道府県が事業を選ぶ。９事業のほとんどは継続事業のため、自治体はやりかけの事業を選ばざるをえない可能性が高い。しかし、各省庁の抵抗を抑え、5000億円を超える額を一括交付金としたことは初年度の取り組みとしては一定の評価ができる。今後は一括補助金の範囲を「投資的経費」全体に広げるとともに、省庁の不要な関与をなくし、自治体の自由裁量を確保するための手続き方法や補助金総額の確保が課題といえる。
6.　子ども手当の上積み分の財源は全額国庫負担となったが、児童手当分の自治体負担分（5,549億円）は引き続き残る形となった。自治労は、現金給付は国の責任で行うべき事業であり、地方負担が生じないように求めてきたことからすれば、不満が残る結果となった。次年度以降については、国と自治体が現金給付とサービス給付にかかわる国と地方の役割分担や経費負担のあり方について協議・合意をしたうえで制度設計をはかる必要がある。

今後、自治体における予算編成は最終局面を迎えることとなる。地方交付税総額が確保されたことを受けて、自治体予算における公共サービス水準の充実と必要財源の確保が求められる。
　自治労は、持続可能な地域社会を支える地方財政の確立にむけ、政府・与党、連合、地方六団体と連携し、引き続き全力で取り組む。
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